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岡山県では、男女共同参画の促進に関する活動を積極的に行う事業者を表彰し、その功績をたたええる
とともに、広く県民に周知しております。
本年度も、次のとおり募集しますので、たくさんのご応募をお待ちしております。

◆募集期間 平成23年７月１日�～８月12日�
※応募書類は、県庁男女共同参画青少年課ホームページからダウンロードできます。

岡山県トップページ＞組織で探す＞県民生活部＞男女共同参画青少年課

◆表　　彰 平成22年11月に表彰式を行い、賞状を授与するとともに、男女共同参画青少年課のホームペ
ージ等に掲載します。

ＨＰ

�女性の能力活用や職域拡大のため、積極的な取組を行っている事業者
�家庭生活と職業生活の両立を支援するため、法を上回る処遇を行うなど、独自の制度があり、そ
の制度が活用されている事業者
�その他、男女が共同して参画することのできる職場づくりに積極的に取り組んでいる事業者
※県内に本店または主たる事業所を置く事業者

ＴＥＬ　086－226－0553 ＦＡＸ 086－225－2949
Ｅ-mail danjo-seisyonen@pref.okayama.lg.jp

お問い
合わせ

社会福祉法人日輪会特別養護老人ホーム宗玉園（玉野市）
�職員の採用、昇進等について、性別に関わらない能力主義
を採用。正職員に占める女性の割合が高く、管理職に女性
を積極的に登用。
�24時間、365日対応の職員専用の託児施設の設置、３歳
未満の子どもを養育する場合の育児短時間勤務制度や介護
短時間勤務制度を設けるとともに、学校行事、冠婚葬祭、
託児施設 を利用する子どもの数・年齢等に配慮したきめ
細かな職員シフトを組むなど、仕事と育児・生活との両立
を図る環境づくりに取り組む。

★平成22年度　知事表彰受賞者（事業者の部）★

INFORMATION
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INFORMATION

岡山県では、仕事と生活の調和のとれた社会を実現するため、今年度策定した「第３次おかやまウィズプラン」
に基本目標として掲げるとともに、関連する法律や制度などについて普及啓発を行っています。
その一環として、今年度はワーク・ライフ・バランスの推進に力を入れておられる企業を４回にわたって紹介して
いく予定です。第１回目は昨年度「岡山県子育て応援宣言企業知事表彰」を受賞された「佐用池田電機」さんです。

佐用池田電機株式会社
勝田郡勝央町太平台65

会社概要
1967年１月設立
2005年５月岡山工場操業

●事業内容　照明点灯装置、電気機器製造
●社員　　　男性　103名　平均年齢　37.7歳

女性　 79名　平均年齢　40.7歳
●平成22年度岡山県子育て応援宣言企業知事表彰受賞

ワーク・ライフ・バランスの主な取組内容
・育児休業、介護休業取得者を対象とした「職場復帰プログラム」の実施
（社内情報・育児情報などの提供、在宅講習、復帰直前・直後講習）

・看護休暇制度の充実　　　　　　　　　　　　・管理職・監督職を対象とした両立支援制度説明会の実施
・月に２回の定時退社日（家族の日）の実施　　・短時間勤務制度
・配偶者分娩休暇制度

＊育児休業取得者の代替要員の確保や、短時間勤務制度の利用、職場復帰講習の実施にあたっては、�21世
紀職業財団や岡山労働局の各種助成金制度を利用している。

○取組のきっかけは？
岡山工場の設立当時は、仕事と家庭の両立支援制度が充分に確立されておらず、育児や介護の休業制度な
ども社員に十分周知できていませんでした。子育て期の若い女性社員も多く今後も増えていくことが見込ま
れることなどからも、両立支援の制度を充実させ、採用活動や職場風土の改革につなげ、すべての社員が働
きやすい環境を整えていくことが必要だと考え、まずは担当者が制度について勉強をし、社員への普及啓発
に努めていきました。
昨年10月に「おかやま子育て応援宣言企業」の登録をした際には、全社員の集会で社長が取組の推進につい
て説明を行いました。

○取組後の社内の様子はどうですか
女性の育児休業は100％取得されており（現在までに４名が取得）、また子育て中の女性１名が短時間勤務制
度を利用しているなど、仕事と子育てを両立できる環境が整ってきたことにより、女性の仕事に対するモチ
ベーションが上がってきているように思います。
また、妊娠中や子育て中の社員に対して、周りの社員も配慮をするようになり、職場の雰囲気が明るくな
ったと感じています。現在３名が妊娠中ですが、全員育児休業を取得する予定です。
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さらに、定時退社日の設定によって、仕事を効率的に進めるようにもなってきました。
管理職も休暇制度などについての理解を深めており、現在では社員に制度利用を勧めたり、アドバイスを
行ったりもしています。
社員の昇任試験にも両立支援制度に関する問題を取り入れました。

○取組の際に苦労したことはありますか
当初は、社内に「仕事と子育ての両立」という考え方がなかったた
め、会社の風土自体を変えていく必要がありました。特に管理職に
理解していただくため、労働組合とともに勉強会を開催したり、管
理職への説明会や社員への制度の周知を行い、制度を利用しやすい
環境を整えていきました。

○今後の取組や、これから両立支援について考えていこうとしておられる企業の方へのアド
バイスをお聞かせください
さらに利用しやすい制度になるように見直しを行っていくととも

に、誰もが気兼ねなく利用できるような雰囲気づくりに一層努めて
いきます。また男性の育児・介護休暇の取得についても推進してい
きたいと思っています。
一般事業主行動計画を策定し、「くるみん」取得に向けての準備も
進めているところです。
仕事と家庭の両立支援を進めていくためには、経営幹部にその重要
性について理解してもらうことがポイントだと思います。そのため
にはまず担当者が制度等について勉強し、他社の事例なども参考にしながら、幹部への説明や勉強会などを
行い、社内へ広げていくことが成功の鍵ではないでしょうか。

○育児休業を取得された方に伺いました
現在１歳５ヶ月の子どもがおり、５月には第２子の出産のために２
回目の育児休業を取得する予定です。前回育児休業を取得した時に
は、定期的に会社の情報が提供され、復帰の際には職場復帰直前・
直後講習が受講できたことで、安心して復帰することができました。
また、復帰後も、短時間勤務制度や子どもの病気の時に看護休暇制
度を利用することができ、とても助かりました。

○配偶者分娩休暇制度を利用した方に伺いました
妻の出産時に２日間の休暇を取得しましたが、職場の理解もあって、安心して休むことができました。退
院時にも休めるように、休暇がもう１日あればありがたいと思います。

お話をお伺いして、育児休業の取得者が多く、子育てと仕事を両立できる制度が整っていることに加え、
それを利用しやすい職場の雰囲気や人間関係が醸成されていることがよくわかりました。これから両立支援
を進めていこうとしておられる企業の方にもぜひ参考にしていただければと思います。

岡山県労働政策課

管理職・監督職への説明会の様子

お話を伺った担当の橋本さん

２回目の育休を取得予定の小谷さん
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岡山県では、男女共同参画社会の実現に向けた、平成23年度から平成27年度までの５年間における基
本方針や具体的施策をまとめた「第３次おかやまウィズプラン」を、今年４月にスタートしました。
県民の皆様、ボランティア・ＮＰＯや事業者・企業、国・市町村などさまざまな立場の皆様と力を合わ
せながら、全力で取り組んでまいります。
男性も女性も、誰もがいきいきと暮らせる男女共同参画社会の実現に向けて、皆様のご理解・ご協力を
お願いいたします。

「第3次おかやまウィズプラン」スタートします！
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（子が１歳以降も育児休業する場合には、子の１歳の誕生日を復帰日とみなします。）

主な改正事項の概要

１人目 70万円（改正前100万円）

２人目から
５人目まで 50万円（改正前80万円）

＜中小企業子育て支援助成金の概要＞
受給できる事業主

１　常時雇用する労働者の数が100人以下の事業主であること。
２　次世代育成支援対策推進法に基づき、一般事業主行動計画を策定し、その旨を都道府県労働局に届出ていること。
平成21年４月１日以後に策定・届け出している場合には、当該一般事業主行動計画を公表・労働者に周知している
こと。
３　支給申請前に、法に沿った育児休業制度及び育児短時間勤務制度について就業規則又は労働協約に規定している
こと。
４　当該育児休業取得者に対し、育児休業の申し出を受けた旨及び、育児休業期間等について、書面等により通知し
た事業主であること（育児休業の開始日が平成22年６月30日以後に開始した育児休業に限る）。

５　当該企業において平成18年３月31日までに育児休業取得者がおらず、平成18年４月１日以降、下記６の要件を満
たした育児休業取得者が出たこと。

６　対象となる労働者は、以下の要件を満たしているものであること。
�雇用保険の被保険者として支給申請にかかる子の出生の日まで１年以上継続して雇用されていること。
�１歳までの子を養育するため６か月以上の育児休業（労働者に産後休業した期間があり、かつ、産後休業の終了
後引き続き育児休業をした場合には、産後休業を含め６か月以上。以下同じ。）を取得し、かつ平成23年９月30日
までに終了したこと。ただし、育児休業中に労使の合意により就労した場合には、就労日数が１月において10日
以下であること。
� 育児休業終了日の翌日から起算して１年以上（育児休業終了日が平成22年５月１日前である場合は６か月以上）
雇用保険の被保険者として継続して雇用され、就労を予定していた日数の５割以上を就労したこと。

受給のための手続

助成金の支給を受けようとする事業主は、上記受給できる事業主の６を満たした日の翌日から３ヶ月以内＊に、本社
のある都道府県労働局雇用均等室に申請してください。

◎ 平成22年３月31日以前に改正前の支給要領に定める支給要件を満たした者が１名以上いる事業主は、経過措置とし
て育児短時間勤務の利用に係る申請も可能です。詳しくはお問い合わせ下さい。

＜問い合わせ先＞　岡山労働局雇用均等室 TEL086-224-7639まで

INFORMATION
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１　ワン・ストップ＆無料の相談・支援体制を整備
生産性の向上等経営改善に取り組む中小企業の方々が、自社の賃金制度、労働時間制度、労働安全衛生管理体
制等の見直しを行う際、ワンストップ＆無料で相談、専門家派遣を依頼することのできる窓口を整備しました。

★最低賃金総合相談支援センター

岡山商工会議所内（岡山市北区厚生町３-１-15）TEL086-232-2266
（業務内容）
最低賃金の引上げに向けた経営改善等に意欲のある中小企業に対し、経営改善及び労働条件管理の、
①相談業務、②専門家派遣業務、③セミナー開催業務を行います。

★最低賃金相談支援コーナー

倉敷商工会議所内（倉敷市白楽町249-５）TEL086-424-2111
（業務内容）
最低賃金の引上げに向けた経営改善等に意欲のある中小企業に対し、経営改善及び労働条件管理の
相談業務を行います。支援センターに依頼し、専門家を派遣することもできます。

〈問い合わせ先〉上記センター・コーナー

２　業務改善助成金の創設
賃金水準の底上げのため、事業場内の最も低い時間給を、計画的に800円以上に引上げる中小企業に対して、
賃金引上げのための業務改善に要した費用について助成金を支給する制度を創設しました。

【支給対象事業主】（詳細については賃金室・センター・コーナーにお尋ね下さい。）
①資本金又は出資の総額が３億円以下である事業主及びその常時使用する労働者の数が300人以下の事業主で
あること。（業種により規模が異なっています。）

②事業場内最低賃金が時間給等800円未満で岡山県最低賃金683円以上の労働者を使用している事業主である
こと。

【支給要件】

①事業場内で最も低い時間給を４年以内に800円以上に引上げる賃金引上げ計画を策定した事業主であること。
②１年当たりの賃金引き上げ額を40円以上と就業規則等に規定している事業主であること。
③賃金引上げのための業務改善を行い費用を支払った事業主であること。

【支給額】上記③の経費の２分の１（上限100万円）

〈問い合わせ先〉岡山労働局労働基準部賃金室（086-225-2014）

上記センター及びコーナー

※上記１、２のいずれのご案内も、岡山県下全域の中小企業を対象としています。
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岡山県下では、平成22年に３人の方が仕事中に熱中症により亡くなり、また、死亡には至らないものの多数の
労働者が熱中症になっています。
今から職場における熱中症予防対策を進めてください。
熱中症予防対策の詳細は、厚生労働省のホームページでご覧下さい。（「厚生労働省　熱中症予防」で検索して
ください。）

ＷＢＧＴ値とは暑熱環境による熱ストレスの評価を行う暑さ指数で、式①又は式②により算出できます。こ
の指数を熱中症の予防対策に役立ててください。
屋内の場合及び屋外で太陽照射のない場合
式①　ＷＢＧＴ値＝0.7×自然湿球温度＋0.3×黒球温度
屋外で太陽照射のある場合
式②　ＷＢＧＴ値＝0.7×自然湿球温度＋0.2×黒球温度＋0.1×乾球温度
次の表は、身体作業強度等に応じたＷＢＧＴ基準値の一部です。詳しくは、ホームページ等で確認下さい。

身体作業強度等に応じたＷＢＧＴ基準値（一部抜粋）

注：ＷＢＧＴ基準値は、既往歴がない健康な成年男子を基準に、ばく露されてもほとんどの者が有害な影響を受けない
レベルに相当するものとして設定されていますので注意してください。

項　　目

作業環境管理
○冷房を備えた休憩場所又は日陰等の涼しい休憩場所を設ける。
○氷、冷たいおしぼり等身体を適度に冷やすことの出来る物品の用意する。

○作業管理者、労働者へ教育を行う。

○緊急連絡網の作成及び周知、熱中症を疑わせる症状が現れた場合は必要に応じて救急隊の要請等を
行う。

○休憩時間等を確保する。身体作業強度が高い作業を避ける。
○計画的に、熱への順化期間（熱に慣れ、その環境に適応する期間）を設ける。
○自覚症状の有無にかかわらず水分・塩分の摂取を適切に行う。
○透湿性及び通気性の良い服装等を着用させる。

○健康診断の実施、異常所見に対する医師等の意見聴取、当該意見を勘案した就業場所の変更等の適
切な措置の徹底を図る。

○労働者に対して、糖尿病等の疾患治療中等の場合は熱中症予防のため対応が必要であることを教示
するとともに、対応が必要と判断した場合などは申し出るよう指導する。

○睡眠不足等が熱中症の発症に影響を与えるおそれがあることから、日常の健康管理の指導、必要に
応じて健康相談を行う。
○作業開始前、作業中の巡視による労働者の健康状態の確認等を行う。

労働衛生教育

救 急 処 置

作 業 管 理

健 康 管 理

実　　　施　　　例

代謝率区分
ＷＢＧＴ基準値

熱に順化していない人（℃）

１ 低代謝率・軽作業 29

２ 中程度代謝率・中程度の作業 26

３ 高代謝率・激しい作業
気流を感じないとき 気流を感じるとき

22 23
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県労委の動き
Ｈ22年12月１日～Ｈ23年３月31日

調整事件
�Ａ学園争議（22年10号事件）
〈調整事項〉66～68歳時の賃金改善等
平成22年12月27日 a労働組合からあっせん申請　　　　　
平成23年３月１日 第１回あっせん（打切）
�Ｂ郵便会社争議（23年１号事件）
〈調整事項〉組合事務室及び掲示板の貸与
平成23年１月５日 b労働組合からあっせん申請　　　

２月25日 第１回あっせん（解決）
�Ｃ学園争議（23年２号事件）
〈調整事項〉2009年度一部未払い期末手当の支給等
平成23年３月22日 ｃ労働組合からあっせん申請（係属中）

個別的労使紛争
�Ｄガソリンスタンド事件（解雇等）
平成23年２月24日 アルバイト２名からあっせん申請　

３月18日 あっせん不開始

不当労働行為救済申立事件
�Ｈ22年１号事件（不利益取扱い，支配介入，報復的不利益取扱い）
１月28日 第４回審問
�Ｈ22年２号事件（団体交渉拒否）
12月22日 第２回調査
�Ｈ22年３号事件（団体交渉拒否）
３月14日 第１回審問
�Ｈ22年４号事件（不利益取扱い，団体交渉拒否，支配介入）
12月21日 第２回調査
２月４日 第３回調査
�Ｈ23年１号事件（不利益取扱い，支配介入）
１月24日 新規申立て
�Ｈ23年２号事件（団体交渉拒否）
２月９日 新規申立て

※詳しくは労働委員会にお問い合わせください。

岡山県労働委員会事務局
〒700-8570 岡山市北区内山下2-5-7 丸の内会館2階　電話086-226-7563
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平成23年　労使関係総合調査にご協力ください
平成23年６月から７月にかけて、県下全域で「労使関係総合調査」を実施します。この調査は次の２つの調
査からなり、労使関係の実態等を把握し、労働行政の基礎資料とすることを目的として毎年実施しています。

平成22年６月末現在の岡山県内の労働組合数は889組合、組合員数は148,159人、推定組織率は19.9％でした。
調査にあたっては、調査票をお送りし、返送していただくことにしておりますので、ご協力をお願いします。

○労働組合基礎調査
すべての労働組合を対象として、労働組合数、労働組合員数、加盟組織系統等の状況を調査

○労働協約等実態調査
一定の方法により抽出した労働組合を対象として、労働環境が変化する中での労働組合と使用者
の間で締結される労働協約等の締結状況、締結内容及びその運用等の実態について調査

INFORMATION

労働災害件数が中長期的に減少する一方、過労死や精神障害の労災保険給付事案は増加するなど労働災害は質的に変
化しており、メンタルヘルス、過重労働および受動喫煙などの労働者の健康管理に関する問題への対応が強く求められ
ています。
このため、厚生労働省は平成23年４月１日から都道府県労働局の安全衛生主務課について、こうした国民のニーズに
応え、労働者の健康確保への取組をこれまで以上に担う組織とすることに伴い名称変更することとしました。
これを受けて、岡山労働局においてこれまで使用していた「安全衛生課」の名称は、下記のようになりました。
なお、今回の名称変更による担当業務に変更はありません。

旧名称　　　　岡山労働局　労働基準部　安全衛生課
↓

岡山テルサは、平成23年４月１日から一時休館とさせていただいております。
今後は、修繕工事等を行い、県から早島町へ譲渡し、早島町が運営することとなります。
休館中はご不便をおかけいたしますことをお詫び申し上げますとともに、再開時には、ご利用いただき
ますよう、お願い申し上げます。

＜問い合わせ先＞ 岡山県産業労働部労働政策課 TEL  086－226－7386
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岡山県 産業労働部労働政策課
〒700－8570 岡山市北区内山下2－4－6
TEL086－226－7386 FAX086－224－2130

再生紙を使用しています


